半田市ブロック塀等撤去費補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、市民の生命、身体及び財産を地震による災害から保護するため、ブロック塀等の撤去を実施する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

（用語の定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

　（１） 道路　建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路をいう。

　（２） ブロック塀等　補強コンクリートブロック造及びコンクリートブロック、レンガ、天然石等を用いた組積造の塀（門柱を含む。）で、道路面からの高さが１メートル以上のものをいう。

　（３) 一団の土地　土地利用上、一体の土地として利用することが可能なひとまとまりの土地をいう。
（補助の対象）

第３条　補助金の対象は、ブロック塀等の撤去を行う者で、次の各号の全てを満たすものとする。ただし、補助金の交付は、一団の土地につき１回限りとする。
　（１） 建築士等による診断の結果、危険であると判断されたブロック塀等を有する土地の所有者又は所有者から委任を受けた者であること。ただし、道路境界線沿にあるものに限る。
　（２）市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動車税、国民健康保険税、介護保険料及び後期高齢者医療保険料について滞納がない者であること。

　（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員でないこと。
（補助金の額）

第４条　補助金の額は、ブロック塀等の撤去に要した経費の２分の１又は撤去したブロック塀等の延長に１メートル当たり５千円を乗じて得た額のいずれか少ない額とし、１０万円を限度とする。　

ただし、その額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。
（交付の申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、ブロック塀等撤去工事に着手する前に、半田市ブロック塀等撤去費補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

　（１）撤去場所の案内図

　（２）施工前の写真
（３）ブロック塀診断カルテ

　（４）撤去工事費の見積書

　（５）委任状（申請者が土地の所有者でない場合に限る。）
（交付の決定）

第６条　市長は、前条の申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、半田市ブロック塀等撤去費補助金交付決定通知書（様式第２）により申請者に通知するものとする。

（計画の変更等）

第７条　申請者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ半田市ブロック塀等撤去費補助金変更・中止承認申請書（様式第３）に関係書類を添付して、市長に提出しなければならない。
　（１）撤去工事施工箇所及び施工方法の変更

　（２）補助金の額の変更

　（３）ブロック塀等撤去工事の中止

２　市長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、半田市ブロック塀等撤去費補助金変更交付決定通知書（様式第４）により、申請者に通知するものとする。
（実績報告）

第８条　補助金の交付決定を受けた者は、ブロック塀等の撤去が完了したときは、半田市ブロック塀等撤去費補助金完了実績報告書（様式第５）に次に掲げる書類を添えて、遅滞なく市長に提出しなければならない。

　（１）撤去工事費の領収書の写し

　（２）その他市長が必要と認める書類

（補助金の確定）

第９条　市長は、前条の半田市ブロック塀等撤去実績報告書が提出された場合は、速やかに内容を審査し、適正に処理されたことを認めたときは、補助金の交付額を確定し、半田市ブロック塀等撤去費補助金交付確定通知書（様式第６）により、申請者に通知するものとする。
（補助金の請求）

第１０条　前条の通知を受けた者は、当該通知を受領した日から１０日以内に半田市ブロック塀等撤去費補助金支払請求書（様式第７）を市長に提出しなければならない。

（その他）

第１１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成３０年５月２６日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成３０年９月６日から施行し、改正後の第４条の規定は、平成３

０年６月１８日以降申請のあったブロック塀等撤去工事について適用する。
　　　附　則
　この要綱は、平成３０年１１月７日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
　　　附　則
　この要綱は、令和３年１月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
